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リカ人，女性の選挙権拡大のために修正 15 条及び修正 19














健全な精神の者（those of unsound mind） 7」，「精神障
害者（ non compos mentis） 8」などの「精神的疾患（mental 
illness）」を理由とする選挙権剥奪を定めている州は 38

















後見人と精神障害者 ｣ を規定していたが，2000 年に「裁
判所において投票能力を欠くと決定された者」と改正し










また，Sally Balch Hurme and Paul S. Appelbaum の
研究以降もこの変革の流れは加速し，例えば，ミズーリ











ることを理由とする（because of mental illness） 」の文
言を憲法規定から削除し，選挙権喪失者から精神障害者
等を除いている 17．ニュー ･ ヨーク ･ タイムズ紙による
と，デラウェア州やネバダ州など，いくつかの州でも近
年改正される見込みであるという 18．




５　  Sally Balch Hurme and Paul S. Appelbaum “Deﬁ ning and Assessing Capacity to Vote: The eﬀ ect of Mental Impairment on the 
Rights of Voters” 38 McGeorge Law Review 931（2007） p.934
６　 ARK. CONST. art. III, § 5;  IOWA CONST. art. II, § 5;  KY. CONST. § 145, cl. 3;  MINN. CONST. art.VII, § 1;  MISS. CONST. 
art. XII, § 241;  NEV. CONST. art. II, § 1 （amended 2005）;  N.J. CONST. art. II, § 1, 6; N.M. CONST. art. VII, § 1;  OHIO 
CONST. art. V, § 6. 
７　ALASKA CONST. art. V, § 2;  MONT. CONST. art. IV, § 2.
８　HAW. CONST. art. II, § 2;  NEB. CONST. art. VI, § 2; R.I. CONST. art. II, § 1.
９　 ME. CONST. art. II, § 1;  MASS. CONST. art. III;  MINN. CONST. art. VII, § 1; MO. CONST. art.VIII, § 2.  （但し，後述するよ
うに，ME. CONST. Art. II, § 1, は，Doe v. Rowe, 156 F.Supp. 2d 35, 59 （D. Me. 2001）. により違憲と判示された．）
10　 Supra note 5 p.936 ; Kay Schriner and Lisa Ochs, ”No Rights is More Precious: Voting Rights and People with Intellectual and 
Developmental Disabilities” （May 2000）　 http://ici.umn.edu/products/prb/111/111.pdf
11　 2000 年 11 月 7 日，proposition101 が州民投票で承認され，憲法 7 条第 2 節「後見下にある者，精神障害者あるいは精神異常者」が「検











Center for Mental Health Law の Jennifer Mathis によ






であるが，とりわけ，Doe v. Rowe 事件判決の影響が大
きいと思われるので，次に同事件判決について概観する．
２．Doe v. Rowe 事件判決 21
本件は，メイン州検認裁判所（probate court）におい
て「精神的疾患のために後見に服する」と審判された 3
人の女性（ Jill Doe, Jane Doe, June Doe22）の成年後見
人である「メイン州福祉事業局（Maine Department of 
Human Service（DHS））」及び「メイン州障害者権利セ
ンター（Maine Disability Rights Center）」が，「精神的
疾患を原因とする成年被後見人」からの選挙権剥奪を
定める「メイン州憲法 2 条 1 項 23」及び「同規定を執行
するために定められた関連法規 24」が「合衆国憲法修正
14 条 25」並びに「障害を持つアメリカ人法（Americans 
with Disability Act）26」に抵触するとして争った事件で
12　ARK.CODE ANN. 28-65-302（2）（E）
13　MN Statutes § 201.014,subdiv.2（b） 524.5-313,subdiv.（8）
14　Missouri P&A and Scaletty v. Carnahan, 499 F.3d 803 （C.A. 8, Aug. 23, 2007） 
15　2007 年 11 月 6 日改正（The New York Times “Who is Fit to Vote? Vote Will Decide” （October 14, 2007） ）
16　 AARP, （June 28,2010） http://www.aarp.org/politics-society/advocacy/info-06-2010/voting-rights-upheld-for-mentally-disabled-md.
html
17　 Kansas Voting Disqualiﬁ cation（Constitutional Amendment Question 2）（2010） http://www.kssos.org/elections/10elec/2010_
General_Election_Results.pdf
18　Supra note.15 （The New York Times （October 14, 2007））
19　Kyle Sammin and Sally Balch Hume “Guardianship and Voting Rights”  BIFOCAL vol.24. No.1 （ Fall 2004） p.11
20　 The New York Times ”States Face Decisions on Who Is Mentally Fit to Vote” （June 19, 2007）  http://www.nytimes.
com/2007/06/19/us/19vote.html?oref=slogin&oref=slogin
21　Doe v. Rowe, 156 F. Supp. 2d 35（D.Me.2001）
22　 Jill Doe（仮名）はメイン州バンガーに居住する 75 歳の女性である．1996 年に後見人がつくことになった．Limited guardianship
を希望したが，full guardianship がつけられることになった．Jane Doe（仮名）は　メイン州ライムストーン在住の 33 歳であり，
躁鬱病（bipolar disorder）を患っていた．1987 年から後見人がついていたが，1993 年からは DHS が後見人となった．検認裁判所
は彼女が投票能力を有するか否かを特に審査しなかった．その上，検認裁判所は後見審判の際に，選挙権を喪失することを告知し
なかった．June Doe（仮名） はメイン州バンガー在住の 68 歳の女性である．1985 年から後見人がついているが，彼女は後見下に
ある 1996 年に高校卒業資格を取得している．
23　 Me.Const.Art.2 §1 “Every citizen of the United States of the age of 18 years and upwards, excepting persons under guardianship 
for reasons of mental illness, having his or her residence established in this State, shall be an elector for Governor, Senators and 
Representatives, in the city, town or plantation where his or her residence has been established, if he or she continues to reside 
in this State; and the elections shall be by written ballot.･･･”（原文）
24　21-A.M.R.S.A. § 115（1）






福祉学部研究紀要第 14 巻第 2 号（2011.3）2 ～ 3 頁を参照されたい．；「1990 年障害を持つアメリカ人法」の日本語訳 University of 





州憲法第 2 条第 1 節をめぐる動きについて敷衍しておく
必要がある．同規定は「精神的疾患が原因で後見に付さ






















































































































































29　 Ruth Colker, ”The Disenfranchisement of Voters Under Legal Guardianship” （November 11,2004） http://moritzlaw.osu.edu/
electionlaw/analysis/2004/041111b.php
30　 2001 年の Doe 事件判決をベースにしたものなので，the Doe standards と呼ばれている．CAT-V は Appelbrum  Richard Bonnie,J.
D.  Jason Karlwish M.D. によって 2005 年にアルツハイマー患者の投票能力の研究のために開発されたものである．3 つの質問を行
う．知事候補 2 名のうち，どちらを選ぶか，選択理由について述べさせるなどを 3 段階のスケールで評価する．52 人の被験者各々
検査時間は 7.8 分であった．92 パーセントが 5 ないし 6 ポイントを獲得した．その彼らの生活に影響を与える選択理由についての






年代から 1830 年代にかけてのことである 31．選挙権資
格の要件が，財産所有（property ownership）から納税
（taxpaying）へと転換する時のことである．例えば，マ





































も「株式会社における株主の権利（a right to vote as a 


















31　 1820 年以前に，障害を理由に排除していたのはメイン州とヴァーモント州の 2 州しかなかった．マサチューセッツ州では1821 年に「成
年被後見人」 を，ヴァージニア州では1830 年に「不健全な精神の者」を，デラウェア州では1831 年に「白痴と狂人」を有権者資格な
しとした．1840 年から1860 年の間に，カリフォルニア州，アイオワ州，ルイジアナ州，メリーランド州，ミネソタ州，ニュー･ジャージ
州，オハイオ州，オレゴン州，ロード･アイランド州，そして，ウィスコンシン州の各州で同様に障害を理由とする排除規定が設けられた．
1860 年までには，34 州のうち14 州で精神的な疾患等を理由とする選挙権剥奪規定が設けられたのである．
32　 Kay Schriner & Lisa A.Ochs “Creating the Disabled Citizen: How Massachusetts Disenfranchised People under Guardianship” 62 
Ohio.L.J.403（2001）
33　「欺瞞的な手段から選挙プロセスを守る」とか ｢ 理性的な選挙民による選挙を実現する ｣ という立法目的ではなかった．
34　 R.J. Steinﬁ eld,”Property and Suﬀ rage in the Early Republic”  Stanford L.Rev. 41（January 1989）　小原豊志「アンテベレラム期
















































































37　 独立戦争後も 13 州が財産所有を資格要件としていた．そのうち 5 州は土地所有を資格要件としていた．独立戦争後は，兵役の義務，
納税の義務を果たした者に対して，選挙権を付与すべきであるという主張が展開される．
39　 Kay Schriner & Lisa A.Ochs, Supra note 35 マサチューセッツ州では，1853 年になって，成年被後見人排除の正当化理由が「依存」
から，「障害による知的・道徳的欠如」へと再解釈されたという．
40　安藤房治「アメリカ障害児公教育保障史」（2001） 37 頁 
社会福祉学部研究紀要　第16巻第１号
8
えば，マサチューセッツ州では 1824 年に 83 あった保護










































41　安藤房治 前掲書 38 頁
